
平成２３年度 第３回 帯広市健康生活支援審議会 
 

           平成２４年２月２０日（月）１９：００～ 
 

議事録 
 
１．開会 
  審議会委員２３名中２２名出席 
 
  配布資料一覧 
  資料１  平成２３年度第２回健康生活支援審議会議事録（案） 
  資料２  帯広市地域福祉計画 平成 22 年度進捗状況報告書 
  資料３  第二期アイヌ施策推進計画 平成 22 年度事業実施状況 
  資料４  各個別計画点検評価調書（保健福祉部分） 
  資料５  おびひろこども未来プラン 平成 22 年度進捗状況報告書 
  資料６  平成２４年度予算案総括表・主要事業（当日配布） 
  参考資料 座席表 
     
２．会議 
（１）平成２３年度第２回帯広市健康生活支援審議会議事録の確認 
 
  【質疑応答 特になし】承認 
 
（２）個別計画の点検評価について 
（会長） 
 続きまして議題の（２）個別計画の点検評価についてを議題といたします。 
 本日は、平成２２年度より開始されました「帯広市地域福祉計画」「第二期アイヌ施策推

進計画」の評価報告がございます。 それでは事務局、説明願います。 
 
（保健福祉部 社会課長） 
 帯広市地域福祉計画点検評価について、ご説明申し上げます。 
 資料の２をご覧ください。 
 この計画につきましては、平成２１年度に本審議会におきまして審議され、翌平成２２

年度から平成２６年度までの５年間を経過期間として開始されました。 
 まず最初に１ページをご覧ください。 
 この中の２の計画の位置づけでございますが、これは社会福祉法第１０７条の規定に基

づく市町村福祉計画であり、第六期帯広市総合計画の分野計画として保健医療福祉の理念

や施策の方向を示す計画でございます。 
 一つとびまして、４の基本理念は市民の将来を通じた健康づくりと自立した生活支援と

なっております。 



 つづいて２ページには基本理念を踏まえ、基本目標と４つの基本的視点、１０の施策の

基本方向、評価対象となる２８の主な施策を体系図としてあらわしています。 
 次に３ぺージをご覧ください。 
 ３ページには評価方法及び評価の総合をのせております。 
 本計画は施策の基本方向を示したものであり、成果指標の数値目標を持ちませんが、評

価方法としては、主な施策ごとに関連する事務事業を所管する担当課が、取り組み状況を

踏まえて、第六期帯広市総合計画における事業の評価を勘案し、ＡＢＣＤと４段階で評価

いたしました。 その各課の評価を総合化してその施策の評価としました。 
 評価にあたりましてはＡＢＣＤを３点２点１点０点と点数化しそれぞれ該当する評価数

を乗じて、合算した点数が最高点に占める割合の４段階ＡＢＣＤで判定いたしました。 
 段階の割合と例示は３ページの表のとおりでございます。 
 ４ページには平成２２年度の進捗状況総括表をのせております。 
 下段の評価の項目数は表のとおりで、Ａ順調にすすんでいるは、１０項目３５．７％、       

Ｂある程度進んでいるは、１４項目で５０．０％、Ｃあまり進んでいないは、４項目１４．

３％となっております。                
 時間の都合上、C 評価についてのみ概要をご説明申し上げます。 
 ６ページをお開きください。 
 主な施策、①ユニバーサルデザイン意識啓発の促進につきましては評価にもあるとおり、

ＵＤ講座の受講者数の減少や総合計画アンケート調査の結果からＵＤユニバーサルデザイ

ンの考え方が市民への浸透が十分といえないことからＣ評価としました。 
 今後の取組方向としては総合計画と同じく啓発活動についての実施方法、周知方法の見

直し、受講対象、機会の拡大を図ります。 
 次に１４ページをご覧んください。 
 「地域活動を積極的にすすめるために」の基本視点のうち「コミュニティ活動の推進」

につきましては、評価にもあるとおり、町内会加入促進に向けた周知、啓発に取り組んで

いるものの加入率向上には結びついてはいないことから総合計画と同じくＣ評価といたし

ました。 
 続きまして１７・１８ページの「地域福祉を担う人材育成の促進」のうち①の地域の人

材の育成、１８ページの②ボランティアの育成についてはＣ評価といたしました。 
 この理由は社会福祉協議会のボランティアセンターの登録者数の伸び悩みや、福祉団体

などの担い手不足に起因するものであります。 
 今後関係団体との連携を深め、市民や企業に対して、ボランティアに対する理解促進の

ほか、豊富な知識や経験を有する団塊の世代にシニアボランティアとしての活動をしても

らう環境作りに取り組むことも重要と考えております。 
 以上が地域福祉計画の平成２２年度の進捗状況及び評価ですが、今年度の実施状況を踏

まえまして今後の事業実施に活かしていきたいと考えています。 
 
 次に資料の３第二期帯広市アイヌ施策推進計画につきましてご説明申し上げます。 
 この計画はアイヌの人たちの民族としての誇りが尊重される社会の実現を目標とし、４

つの基本構想と１２の主な施策を一つの体系として平成２２年度から平成３１年度までの



１０年間に各事業を実施するもので、計画の性質上、具体的な指標や数値目標は設置して

おりません。 
 したがいまして平成２２年度における各課の事業の実施状況の詳細について記載してお

ります。 
 まず、主なものといたしましては１ページ（１）啓発活動の推進では①歴史文化伝統の

市民啓発ということで一昨年、昨年と生活館などでアイヌ生活文化展を開催しております。 
２ページでは、文化の振興の（１）地域の普及と啓発の②アイヌ民族の歴史文化の情報提

供や啓発活動では百年記念館のアイヌ民族文化情報センターの「リウカ」の機能充実など

を行っております。 
（２）文化の保存と伝承では帯広市指定文化財である帯広市カムイトウポポ保存会の活動

を支援するほかアイヌ語や刺繍・食文化の周知に取り組んでおります。 
 その他、教育相談員や生活相談員を配置し、生活の安定と生活環境の充実に取り組んで

おります。 
 帯広市地域福祉計画と第二期帯広市アイヌ施策推進計画については以上であります。 
 
（会長） 
 それでは、ただいまの報告について、ご質問やご意見がございましたら、お受けします。 
 
（小林委員） 
 地域包括支援センターについて、高齢者人口が今後重要性が増してくると思うが、セン

ターを増やす予定などはあるのでしょうか。 
 
（保健福祉部 高齢者福祉課長） 
 地域包括支援センターについては、段々と高齢者が増えておりますので、今後において

は地域包括ケアが核となっていくところとして重要であると認識しております。  
 第五期総合計画の中でも地域包括ケアのあり方について検討しているところでございま

すけれども、今のところは各包括支援センターの数を増やしていくよりは、今４つある地

域包括支援センターについて、ひとつひとつを充実していく計画を検討しています。 
 
（会長） 
 他にご意見ございませんか。  
 
【質疑応答 なし】 
 
（会長） 
 ないようなので、これで、帯広市地域福祉計画、第二期帯広市アイヌ施策推進計画を終

わります。 
 
 
 



 
（会長） 

 次に資料４・５にある５本の計画につきましては、健康生活支援審議会運営要領第３条

第 1 号により、専門部会の議決をもって審議会の議決とみなすものとされております。 

 資料４の各計画のうち、「けんこう帯広２１」「第四期高齢者保健福祉計画」「第四期介護

保険事業計画」、資料５の「おびひろこども未来プラン」の評価については各専門部会にて

議決をいただいております。 

 資料４の第二期帯広市障害者計画については本会議終了後、障害者支援部会にて議論さ

れることとなっております。 

 これら、各個別計画につきましてご意見がございましたらお受けいたします。 

  

【質疑応答 なし】 

 

（会長） 

 各専門部会の議決なのですが、これでよろしいでしょうか。 

 それでは、これで個別計画の点検評価についてを終わります。 

 

 

（３）平成２４年度 保健福祉部・こども未来部予算（案）について 

（会長） 

 次に議題の（３）平成２４年度保健福祉部・こども未来部予算（案）についてを議題と

いたします。 

 この予算案は３月１日からの市議会で審議が始まります。 

 それでは、事務局、説明願います。 

 

（保健福祉部企画調整監） 

 それでは、私の方から平成２４年度予算概要についてご説明いたします。 

 お手元の資料６をご覧下さい。 

 １ページ目が、平成２４年度予算案総括表でございます。 

 保健福祉部と、こども未来部に係ります、一般会計と特別会計を記載しております。  

 ２ページ以降が、主要事業の資料となっております。 

 始めに１ページの保健福祉部に係ります予算案につきまして、ご説明いたします。 

 保健福祉部６課の一般会計の平成２４年度当初予算案総額は、下段の網掛け部分にあり

ます、民生費と衛生費を合わせまして１５２億７,１００万８千円で平成２３年度当初予算

と比較いたしまして３億３,９５５万５千円の減、率にいたしまして２.２％の減となって

おります。 

 一般会計に占める保健福祉部の予算の割合は、平成２３年度が１９.４％、平成２４年度

は１９.５％と僅かながら増加しております。 

 主な増減理由としては、介護保険会計繰出金及び各種予防接種費用等の増、老人福祉施

設等の建設補助の減などが主な要因となっております。 



 なお、この総括表には記載しておりませんが、民生費、衛生費以外に臨時的な予算措置

といたしまして、国の緊急雇用創出事業を活用し障害福祉関係で７４５万円、介護福祉関

係で１，２６８万４千円を労務費で計上しております。 

 次に特別会計の介護保険会計でございますが、平成２４年度当初予算案が１０９億２,

０６６万７千円と平成２３年度と比較しまして、６億４,２２７万１千円増となっており、

率にして６．２％の増となっております。 

 主な増加の原因は、６５歳以上の要介護認定者の増加に伴う介護サービス給付の増額に

よるものであります。 

 次に、２ページの主要事業に係る資料をご覧ください。 

 保健福祉部関係主要事業のうち、民生費についてでありますが、「成年後見事業」につき

ましては、事業費が５４９万９千円となっております。 

 事業内容は増加傾向にある認知症高齢者や知的・精神障害者の権利擁護のため、簡易   

な金銭管理や身上監護を担う市民後見人を養成するとともに、成年後見関係機関と協力、

連携する体制を整備するものです。 

 次に、「介護給付・生活支援事業」につきましては、内容的にはこども未来部所管分も含

まれておりますけれども、障害者自立支援給付費等の経費のうち制度改正に伴う１億３,

８５２万３千円となっております。 

平成２４年４月より障害者自立支援法等の改正に伴い、障害福祉サービス利用計画策定

者の拡充や障害児の通所サービスの一元化によるものです。 

このサービス利用計画の策定は、今後３年間、障害者で約１,７００人、障害児で約３

００人の全員に拡大することになっており、平成２４年度につきましては、そのうち障害

者で２５０人、障害児で３８人分を見込みました。 

また、このサービス利用計画策定の必須化に伴い、新規に「基幹相談支援センターの設

置」の事業費は６００万円を予算化しております。 

 次に、「地域支えあい体制づくり拠点事業」につきましては、事業費が１,１５３万円と

なっており、一部に緊急雇用創出事業を利用する予定であります。 

 事業内容は、今年度改修いたしました旧第六中学校の校舎跡を活動の場の中心としまし

て、地域住民ひとりひとりが自分で出来ることを持ち寄り、地域で困っている障害者・高

齢者を支える活動に気軽に参加できる取組を行っていきます。 

 次に、３ページ、「交通費助成事業」でございます。「高齢者おでかけサポートバス事業」

につきましては、事業費は１億１,１４０万７千円となっております。 

 事業内容は、バス乗車が可能な身体状況にある７０歳以上の市民２万９,５００人を 

対象に、利用者の顔写真つき無料乗車証を交付するものです。 

 これまでの高齢者バス券交付事業と比べますと、主に３点の変更がございます。 

 ひとつめは、所得要件を撤廃したこと。 

ふたつめは、利用範囲を乗降ともに帯広市内に限定したこと。 

三つめは、無料乗車証の交付料として５００円を利用者にご負担いただくことでござい

ます。 

なお、この無料乗車証は、川西・大正地区のあいのりタクシー・バスにおきましても利

用可能となるよう拡充を図っており、商工費で計上しておりますけれども、事業費は２,



４３０万８千円となっております。 

次に、「障害者交通費助成事業」につきましては、事業費が５,１２８万９千円となって

おります。 

 事業内容は、現在、実施しております、重度身体障害者等タクシー料金助成事業や心身

障害者及び精神障害者の通所施設等への交通費助成につきまして、現在の所得制限を廃止

し、対象者を拡大するものです。 

 次に、４ページ、「特別養護老人ホーム整備補助」につきましては、特別養護老人ホーム

帯広至心寮の１０床の増床に対して、建設費用の償還補助の設定を行うものです。期間は

平成２４年から４４年まで、限度額を１,４９０万円としております。 

 次にとびまして、８ページの介護保険会計につきましては、介護保険事業計画に基づき

まして介護保険料の改定を予定しております。 

 平成２４年度から平成２６年度までの第五期計画の介護保険料につきましては、給付費

の増加に対応するため、現行の基準月額４，１９０円を４，８９０円と改定し、介護給付

費準備基金をほぼ全額の４億３千万円を繰入れ、また、北海道介護保険財政安定化基金か

ら８，０５１万４千円の交付金を活用するものです。 

 なお、第五期計画１年目となります平成２４年度の介護保険給付費の予算案は１０３億

４，４９３万５千円となっております。 

 私からの説明は以上でございます。 

 

（保健福祉部保護担当調整監） 

次に、私の方から、資料の６ページ、「生活保護世帯自立支援事業」についてご説明い

たします。 

 事業費は２，０７５万６千円となっております。 

 事業内容は、今年度より、「体験就労型の社会参加プログラム」と「中学生学習支援プロ

グラム」を実施しましたが、平成２４年度から新たに「一般就労に近い就労体験プログラ

ム」と「こどもの健全育成プログラム」を追加いたしまして、生活保護受給世帯の自立支

援の充実、強化を図ってまいります。 

 私の方からの説明は以上でございます。 

 

（保健福祉部保健福祉センター副館長） 

 引き続きまして、私の方から、健康推進課所管分につきまして、ご説明いたします。 

 資料の７ページをご覧ください。 

 はじめに、「公衆浴場活性化推進事業」につきましては、事業費が１,０８０万円となっ

ております。 

 事業内容は、従来の事業に加え、新たに入浴需要の喚起を通して、浴場経営の安定化を

図る「（仮称）家族・地域の絆を育むふれあい銭湯事業」を実施ものであります。 

 次に、「夜間急病センター整備事業」につきましては、事業費が１,１４５万２千円とな

っており、老朽化に伴う移転改築のための基本設計・実施設計費を計上しました。 

 次に、子宮頚がんなど「ワクチン接種事業」につきましては、事業費１億３,１９２万５

千円となっており、平成２４年度におきましても継続実施いたします。 



 最後に一番下段にあります、「自殺対策事業」につきましては、事業費が１２３万６千円

となっております。 

 事業内容は、従来の事業に加え、新たに携帯電話などを利用して、ストレス度や相談機

関の情報が得られる、メンタルセルフチェックシステム「こころの体温計」を導入するも

のであります。 

 保健福祉部に係ります説明は以上でございます。 

 

（こども未来部 企画調整監） 

 それでは、こども未来部平成２４年度予算案の概要についてご説明いたします。 

お手許の資料６をご覧下さい。 

こども未来部に属します、こども課、子育て支援課、青少年課、児童会館の４課の平成

２４年度予算案総額は、平成２４年度予算案総括表の下から２枠目中段、こども未来部総

額、民生費と衛生費合わせまして、８７億７００万１千円で平成２３年度と比較いたしま

して３億５,２４１万８千円の減でございます。率にしまして３．９％の減となっています。 

一般会計に占める、こども未来部の予算の割合は、平成２４年度１１．１％平成２３年

度１１．３％と、ほぼ同じ割合となっております。 

 平成２３年度当初予算額に比較しての平成２４年度予算額案の主な減少の要因でござい

ますが、今年４月 1 日開所となります、豊成保育所及び豊成児童保育センター移転改築事

業の終了に伴う事業費の減、また、子ども手当の制度変更に伴います、額の変更による減

少などが主な要因であります。 

 次に、２ページの主要事業に係る資料をご覧下さい。 

こども未来部関係予算、民生費についてでありますが、２項目め、「介護給付・生活支援事

業」中、こども未来部にかかる部分につきましてご説明させていただきます。 

 平成２２年１２月に法改正がございました障がい者支援に係わる施策の拡大について、

平成２４年度から施行されることになったものでございます。 

 一つは、相談支援の充実として福祉サービスの支給決定を受けるに当たり、サービスを

利用しようとするすべての障害児について、サービス等利用計画の作成が義務づけられた

ものであります。 

 平成２４年度につきましては、このうち新規利用者を対象として実施し、平成２５年度

からすべての障害児を対象として計画を作成しようとするものでございます。 

もう一つは、障害児支援の強化として障害者自立支援法と児童福祉法の２つの法律で実

施されていた施設・事業体系につきまして、障害児にかかる部分が児童福祉法に一元化さ

れ、通所サービスと入所サービスの２つにまとめられることになりました。このうち、通

所サービスを一括して市町村が担うこととなり、これまで北海道が担当していた通所施設、

帯広市では知的障害児通園施設「あおぞら」を市が受け持つことになったものでございま

す。 

続きまして、３ページの１項目、新規事業「（仮称）こども発達相談室の設置」につき

ましてご説明させていただきます。 

 乳幼児健診や保育所、幼稚園などにおいて“発達が気になる”児童が増えてきていると

いう声が保健師、保育士等から、また、保護者からも聞こえてきております。 

 そうした不安、疑問などへの相談や支援を充実させ、早期の対応、適切な療育などに結

び付けていくことを目的に、こども発達相談室を平成２４年度から子育て支援課内に設け

るものでございます。 

 事業費として、３０万円を計上しております。 

発達などに関する相談につきましては、これまでも子育て支援課として随時対応してき

たところでございますが、相談窓口を明確化して気軽に相談しやすい環境を整えるよう月

１回、個別発達相談日を設けるほか、複数の機関が関与し相談支援を必要とするケースで

のコーディネート役を担っていくものでございます。 

次に、４ページをご覧ください。 



 ２項目め、公立保育所におけます「特別保育事業」の拡充についてであります。 

社会構造の変化による就労形態の多様化や女性の社会進出の増加など、保護者の多様な

ニーズに対応した子育て支援の充実を図るため、「特別保育事業」を拡充するものです。 

「延長保育」については、青葉保育所、豊成保育所、依田保育所で実施し、事業費は賃

金、燃料費、光熱水費などあわせて４７６万９千円となっております。 

この公立３保育所での実施により、市内２６所の認可保育所全てで延長保育が実施され

ることとなります。 

 次に、「乳児保育」については、入所希望の増加に対応し、新たに移転改築されます豊成

保育所の受入枠を拡大するものです。拡大分の事業費については、賃金、共済費などで４

４６万２千円となっております。 

また、「一時保育」については保育希望の増加に対応し、豊成保育所でも新たに実施し

ます。事業費は、賃金、光熱水費など６７４万５千円となっております。 

次に、４ページの下段「子どものための手当」についてでありますが、事業費は、２５

億５,８３２万円となっております。 

これまでの、「子ども手当」に代わる手当として、平成２４年度から支給するものです。 

手当ての支給額としましては、３歳未満は月額１万５千円、３歳以上小学生までの第１

子、第２子は月額１万円、第３子以降は月額１万５千円となり、中学生については、月額

１万円となっております。       

また、平成２４年６月分からは、所得制限が導入され、所得制限額以上である世帯につ

いては、月額５千円となっております。 

この所得制限額は、夫婦・子ども２人世帯で９６０万円を基準に設定しております。 

 次に、５ページの 1 項目め、私立保育所耐震化事業では「やまびこ保育所」の耐震診断

補助として、８２万２千円を計上しております。 

 次に、２項目、「公立保育所耐震化事業」では、耐震性が劣っている木造の帯広保育所、

青葉保育所、あやめ保育所、ひばり保育所、松葉保育所の耐震補強工事費を実施するもの

でございます。予算額といたしまして１億６,９５０万円でございます。 

 次に、３項目め、「へき地保育所耐震化事業」では、耐震性を把握していない、川西保育

所、ことぶき保育所について、耐震診断及び実施設計を行うため、７２８万４千円を計上

しております。 

 続きまして、５ページの下段、「児童保育センター整備」についてですが、平成２５年４

月に供用開始予定であります、栄児童保育センターの移転改築費として、７,６５３万１千

円となっております。また、入所児童数の増加による狭隘化、大規模化を解消するため、

柏、光南、青葉児童保育センターに分室を設置いたします。事業費については、１,８９０

万円となっております。 

 続きまして、６ページ「児童会館施設整備事業」についてですが、児童会館は、平成２

１年度に実施した耐震性能評価の結果から、耐震補強が一部必要となっております。 

このことから、本年度の実施設計に基づき、平成２４年度と２５年度の２か年で、耐震補

強改修工事を施工し、施設の安全性の向上と利用者に優しい環境整備などを行ってまいり

ます。平成２４年度の工事費は、２億７，７５０万円となっております。 

 なお、２か年度に要する総事業費は５億５，５００万円を予定しているところでござい

ます。 

 次に、７ページをお開きください。 

こども未来部関係、衛生費についてでありますが、「妊婦健康診査事業」については、

妊婦の健康管理と経済的負担の軽減を図る目的で平成２１年度から妊婦一般健康診査１４

回と超音波検査６回分の受診費用について、北海道の補助金を活用し公費負担しておりま

す。 

全国すべての市町村で１４回以上の公費負担を実施していることや北海道の補助金の

原資となる「妊婦健康診査支援基金」が国の平成２３年度第４次補正予算において積み増

しされ、１年延長されたことを踏まえ、帯広市でも引き続き一般健康診査１４回及び超音

波検査６回分にかかる公費負担の継続を行うものでございます。 

以上が、こども未来部に関わります、平成２４年度予算案の概要であります。 



（会長） 

 それでは、ただいまの説明についてご質問やご意見はございますでしょうか。 

 

（小林委員） 

 高齢者のおでかけサポートバス事業ですが、以前、使用率があまり良くないということ

を伺いましたが、今回無料乗車証方式ということで前年度から３，０００万ぐらい上乗せ

されていますが、その根拠はあるのでしょうか。 

 

（高齢者福祉課長） 

 ただいまご指摘がございました前体制につきまして、平成２２年度は交付率が６６．８％

使用率が６１．８％ということで、率としてはやや低く推移しておりました。 

 このたびの平成２４年度につきましては、前回の非課税世帯としていたところを所得要

件を撤廃いたしまして、あくまでも７０歳以上の市民の方をできるだけバスを利用するこ

とで健康づくり、介護予防、交通安全、環境の面から、たくさんの方にご利用していただ

きたいという目的で実施をいたします。 

 ３，０００万円ほど増やした理由といたしましては、より多くの方が利用するであろう

ということでバス会社と協議いたしまして、基準額を設けて委託料の予算の計上をいたし

ました。 

 委託につきましても精算をいう方法をとっていきますので、まず平成２４年度にこの事

業を実施していきながら利用状況を見ていきたいと考えているところでございます。 

 

（樋渡委員） 

 帯広市の生活保護費が８０億円を超えているが、他の町村との兼ね合いもあるかと思い

ますが、保健福祉部予算の６０％ほどになっているが適正な予算なのか、それといわゆる

生産人口にあたる方の割合が今おわかりになればお答えいただきたい。 

 

（保護担当調整監） 

 北海道の主要十都市の状況から申し上げますと一番多いのは釧路市で千分率で５０パー

ミルほどで、小樽、室蘭、と続き帯広市は十都市の中では７番目で直近の千分率では３０．

５パーミルほどで千人に３０人ほどが生活保護を受けている状況でございます。 

 その中で保護費についてはおおよそ８５億円ほどで一般会計に占める割合は１１％ほど

になるのではないかとおもいます。 

 金額については国の基準で収入の状況に応じて足りない部分を保護費で補填しているの

ですが、他の主要都市と比べましてもそれほど多い金額ではないと思っております。 

 直近の年齢層でいきますと、６５歳以上が約４０％、２０歳から６０歳までは約３３％

程度になります。 その他が１８歳未満となっております。 

 現在の資料では生産人口ということでの比較は難しいのですが、稼動年齢層ということ

では、３０数％の方が何らかの疾病や障害で保護を受けているという状況でございます。 

  

 



（廣瀬委員） 

 イメージとして申し上げますのは予算の民生費や衛生費というのは増えていくのではな

いかと思うのですが、今回の予算では減っている形のトータルの数字となっている。 

 社会福祉費の老人福祉費では４億３，０００万円、児童措置費で６億７，０００万円減

っている大きな要因というのはあるのでしょうか。 

 

（保健福祉部企画調整監） 

 老人福祉費でございますけれども、平成２３年度予算と比較いたしまして、４億３，０

００万円ほど減っているのですが、地域介護福祉空間整備事業費といういわゆるハードも

ので４億５，９００万円ほど計上したいましたので、その事業費分が落ちているのが大き

な要因でございます。 児童福祉費の関係では児童措置費で６億７，０００万円ほど減っ

ているのは、こども課での手当の制度変更に伴うものと豊成保育所や児童保育センターの

ハード整備の分が落ちているということになりますが、通常のソフト部分については予算

額は落ちていないということになります。 

 

 

（会長） 

 そのほか、ご質問はございませんか。 なければ、これで平成２４年度 保健福祉部・

こども未来部予算（案）を終了いたします。 

 

 

（４）その他 

（会長） 

 今日のこれまでの議題をとおしてご意見などはありますでしょうか。 

 

【質疑なし】 

 

 それでは、他にご意見もないようですので、事務局から何かありますでしょうか。 

 

（事務局） 

 特にございません。 

 

（会長） 

 他にご意見、ご質問もないようですので、これで議題を終わります。 

 次に専門部会も控えているところもございますので、本日の審議会はこれで閉会といた

します。 

 


